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学校法人青葉学園 内部監査規程 
 

（目的） 
第１条  この規程は、学校法人青葉学園（以下「法人」という。）における内部監査

（以下「監査」という。）について必要な事項を定め、法人の業務の実態を把

握し、その運営・執行状況を監査することにより、法人の業務の適正化、効率

化及び教職員の業務に関する意識の向上並びに教育研究支援体制の強化を図

り、法人の健全な発展と社会的信頼の保持に資することを目的とする。 
 
（監査の定義） 
第２条  監査は、法人の業務全般について、法令等及び法人の諸規程並びに社会規範等 

に則り適正に遂行されているかを公正かつ客観的な立場で調査及び評価し、法人 

の発展に有効な改善、改革案の助言及び提案を行うものとする。 
 
（監査の対象） 
第３条  監査の対象は、法人の業務全般とする。 
 
（監査の内容） 

第４条  監査の内容は、業務監査及び会計監査とする。 
  ２  業務監査は、法人の業務運営が法令及び法人の諸規程等に従い、適正に執行され 

ているか否かについて監査する。 
  ３  会計監査は、法人の会計処理が正当な証拠書類等により事実に基づいて処理され、

帳票等が法令及び法人の諸規程等に従い適正に記録されているか監査する。 
  

（内部監査室） 
第５条  監査に関する業務を行うため、理事長のもとに内部監査室を設置する。 
  ２  内部監査室は、次の各号に掲げる業務を行う。 
   （１）内部監査に企画・立案及び執行に関すること 
   （２）監事及び独立監査人による監査の企画・立案及び実施の補助に関すること 
   （３）外部監査の対応に関すること 

   （４）その他法人における監査に関すること 
  ３  内部監査室に次の職員を置き、監査担当者とする。 
   （１） 室長 
   （２） 室員 若干名 
  ４  室長は、内部監査室の業務を総括する。 
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  ５  室長及び室員は、理事長が専任職員又は契約職員の中から任命する。また、 
必要に応じて法人の外部から臨時に室員を委嘱することができる。 

 
（監査担当者の権限） 
第６条   監査担当者は、被監査部署の教職員に対し、関係資料の提出及び業務の説明等を 

求めることができる。 

  ２    監査担当者は、被監査部署の教職員に対し立会、確認、意見及び報告を求めるこ 
とができる。 

  ３    被監査部署の教職員は前二項による求めを受けたときは、正当な理由なくこれ 
を拒むことはできない。 

 
（監査担当者の遵守事項） 

第７条  監査担当者は、監査の実施に際してはすべて事実に基づいて行い、常に公正か 
つ不偏な態度を保持しなければならない。 

  ２  監査担当者は、被監査部署の業務に関し直接に指示を行ってはならない。 
  ３  監査担当者は、被監査部署の業務に著しい支障を及ぼさないように配慮しなけ 

ればならない。 
  ４  監査担当者は、業務上知り得た事項を、理事長、監事、独立監査人及びこれらの 

者から委託を受けた者以外に漏洩してはならない。 
 
（監査の区分） 
第８条  監査は、定期監査と臨時監査とする。 
  ２  定期監査は、年次計画としてあらかじめ理事長の承認を得て定期的に実施する。 
  ３  臨時監査は、理事長が認めたとき、室長に命じて実施する。 

 
（監査の方法） 
第９条  監査は、実地監査又は書面監査とする。 
  ２  実地監査は、監査担当者が直接被監査部署に赴き現地において行う。 
  ３  書面監査は、監査担当者が被監査部署の長に対して監査に必要な書類の提出を求めて 

行う。 

 
（監査計画書） 
第１０条 定期監査は、当該年度の監査方針を定め、監査対象、監査部署、監査日程、そ 

の他の必要事項を記載した内部監査計画書を作成し、あらかじめ理事長の承認 
を得るものとする。 
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（監査の通知） 
第１１条 室長は、内部監査を実施するときは、監査の実施日時及び要点項目をあらかじ 

め被監査部署に通知するものとする。ただし、緊急を要する場合は、この限り 
でない。 

 
（監査の実施） 

第１２条 内部監査は、実地監査とする。ただし、室長が認めたときは、書面監査をもっ 
てこれに代えることができる。 

 
（監査の報告） 
第１３条 室長は、監査終了後、報告書を作成し、理事長及び監事に報告しなければなら 

ない。その際、必要に応じて指摘事項、改善事項等を意見として付記できるも 

のとする。なお、定期監査については年度終了後２か月以内、臨時監査につい 
ては監査終了後１か月以内に報告しなければならない。 

 
（改善等の指示） 
第１４条 理事長は、前条の指摘、改善等に係る報告書に基づいて改善等の措置が必要と判 

断した場合には、関係する部署の長に対して業務改善を指示するものとする。 

  ２  理事長は、必要に応じ前項の改善事項等に関し、理事会又は監事に報告するも 
のとする。 

 
（改善等の事後確認） 
第１５条 室長は、前条の改善等の指示がなされた場合は、関係する部署の長に対し改善等 

の計画について報告を求めるとともに、その後の経過を調査し、改善等の実施状 

況を確認し、理事長に報告するものとする。 
  ２  理事長は、前項の改善等の報告を受けたときは、理事会への報告を経て、学内 

に公表するものとする。 
 

（他の監査との関係） 
第１６条  室長は、監事への業務支援及び独立監査人との連携に努めなければならない。 

  ２   室長は、監事又は独立監査人から要請を受けた場合、監査経過及び監査結果を報告し 
なければならない。 

  ３    室長は、他の監査の実施内容及び監査結果について、理事長の承認を得て報告を受け 
ることができる。  
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（雑則） 
第１７条 この規程に定めるもののほか、監査の実施に関し必要な事項は理事長が別に定 

める。 
 
（規程の改廃） 
第１８条 この規程の改廃は、大学経営会議の議を経て、理事会の承認を得なければなら 

ない。 
 
 附則 
 この規程は、令和２年１１月１１日から施行する。 
 この規程は、令和５年４月１日から施行する。 


